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一. ���活動に関する理論

１. ���の概念

���とは ��������	��
����	
���
�������

の頭文字で, ｢企業の社会的責任｣ と訳される

ことが多い｡ 簡単に言うと, ���とは, 企業

の経営目標, 意思決定, 価値判断基準などは社

会の目標と価値観に一致しなければならないこ

と, 企業が現行の法律を順守して不祥事の対応

と予防をしながら, 納税と雇用と商品・サービ

スの提供といった消極的な責任だけでなく, 高

い企業倫理を樹立して環境保護, 資源の有効利

用, 慈善活動, 文化振興といった活動への協力

と寄付を通じて社会に対する責任を積極的に果

たさなければならないことを意味する｡

���という概念に対する定義は非常に多く

存在している｡ 例えば��������	�
	たちは

���を ｢企業が人々や地域社会, 環境に影響

した行動について説明責任 (�

�����������)

を履行しなければならない｣ と定義した�)｡ ま

た日本経営倫理学会は���を ｢企業組織と社

会の健全な成長を保護し, 促進することを目的

として, 不祥事の発生を未然に防ぐとともに,

社会に積極的に貢献していくために企業の内外

に働きかける制度的義務と責任｣ と規定する�)

などがある｡

日本では山城章は����年 ｢企業の社会的責

任論｣ を本格的に提起した�)｡ その後の����

―��―

�) ��
� ����	�
	 !	�	�(�""#)$�����
�) 水尾順一・田中宏司 (�""�), �ページ｡
�) 山城章 (����)｡
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年に経済同友会において ｢経営者の社会的責任

の自覚と実践｣ が議論され, また����年代の

公害問題によって ｢企業の社会的責任｣ が大き

く注目され始めた｡ 現在, 日本の厚生労働省の

定義として, ｢企業が活動するのに当たって,

社会的公正や環境などへの配慮を組み込み, 従

業員, 投資家, 地域社会等のステークホルダー

(����	
��
	���利害関係者)に対して責任ある

行動を取るとともに, アカンタビリティ (説明

責任)を果たしていくことである｣�)｡

２. ���研究の流れ

���に関する研究は, 主として経営学の研

究領域となっている｡ ���活動の推進主体の

違いによって注目される問題点も大きく異なり,

まさに百花繚乱の様相を呈している｡ ���研

究の流れに関する捉え方も一致せず, 例えば次

のような見方がある�)｡

３. ���活動の正当性

もともと資本主義社会での企業, とくに株式

会社において, 株主の利益を最大にすることが

企業経営の目的とされていて, 企業が果たす社

会的責任はさほど重要ではなかった｡ また企業

はすでに, 雇用, 投資, 購買, 商品提供といっ

た日常業務を通じて, 社会に大きく貢献し, 社

会的責任を果たしているという見方は一般的で

あった｡ しかし, 時代の進歩に従い, 企業活動

の外部社会に及ぼす影響は格段に大きくなり,

企業は社会的責任をより積極的に果たす必要が

あると認識されるようになった｡ こうして, い

わゆる���運動はまず欧米諸国で芽生えた｡

例えば��世紀初頭のアメリカでは, 大財閥で

あった ��������	�	��	�や ������	��	らに

よる財団設立と慈善行為はその現れであった｡

一方, 学問の世界では, ���
	�
��が����年

代に自分の著書�) で�������	� ����!����"とい

う用語を用いて企業の社会的責任の必要性を論
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�) 平沢克彦 (���#)｡
�) ただし, より広く受け入れられている捉え方として, ���活動は, ����～��年代, ����～$�年代, ��$�
年代以降というように, 三つの段階に分かれられる｡

�) �
	�
��%��(����)�

表� ���研究の流れ

注目点 ���の推進力 ���の方針と方法

第�段階�
�����～
�����

企業の社会
的受託責任

経営者 (即ち社会受託者) の良心, 会社の
評判

社会貢献活動への資金提供, &�活
動

第�段階�
�����～
��$��

企業の社会
的即応性

社会的騒乱・抗議, 企業スキャンダルの頻
発, 公共政策と公的規制, 利害関係者の圧
力, シンクタンクの政策文書

利害関係者戦略, 規制の遵守, 社
会監査, 広報機能, 政府のロビー
活動の改革

第'段階�
��#��～
�����

企業倫理 宗教的・人種的信条, 技術主導の価値転換,
人権への圧力, 倫理プログラム, 利害関係
者との交渉

社会的使命と価値観の声明, �(�
の倫理の主導

第�段階�
�����～
�����

企業市民 グローバルな経済活動, 高度技術による意
思疎通, 地政学的変化, 環境保護への関心,
)*�の圧力

政府間協定, グローバルな監査基
準, )*�との対話, 持続可能性に
関する監査と報告

出所�出見世信之 ｢米英における���の理論と現実｣, 『���の国際潮流』 文理閣, ����年, '�ページ｡



じたのが最初と言われている�)｡ とくに ����

年に����	
��
の著作�) が出版されてから,

���に関する理論研究は大きく進展すること

となった｡

とくに����年代以降, ���に関する理論研

究は全盛期に入り, その主張の多くは激しく対

立したため, 経営学にとどまらず, 社会全体か

ら大きく注目されるようになった｡ 例えばよく

知られているように, 経済学者の ����

�������

と経営学者の �����������たち

は一貫して株主利益最大化という伝統的な企業

目標に反対し, 企業の外部社会への責任を強調

していた｡ 一方, ������ ��
�) たちはその

考えに反対し, 株主利益の獲得こそが企業の最

も重要な社会的責任だと主張した｡ ��

���� ��
によれば, 資本主義社会において,

企業とは株主の私有財産であり, 企業の社会的

責任とは株主利益の最大化にほかならない｡ 特

に経営と所有が分離された現代の株式会社にお

いて, 雇われ経営者の責任は雇い主の株主たち

の要求に従って, 各種の社会一般法律を守りな

がら, できるだけ多くの利益を株主に稼ぎ出す

ことである｡ つまり, 企業の外部社会への責任

と言っても法律を守るのは限度であり, 株主利

益の獲得と無関係なすべての経営活動 (例えば

慈善寄付行為) は株主に対する不誠実な背任行

為に当たるという｡

そして, 上述した対立する意見から折衷主義

的な発想が自然に生まれ, ������ ��
の考

え方に依拠しつつ, 企業利益の主体を株主から

ステークホルダー全体へ拡大解釈して, 企業の

社会的責任を拡げるような議論は多く見られた｡

例えば��!�������
��) と"���#�$�����) によ

ると, 企業 (経営者) は, 良き企業市民 (%

 

�
�&
��#���#�'�
�$�&) として, 株主だけでな

く, 従業員, 消費者, 地域コミュニティ, 政府

といったステークホルダー全体の利益を考慮し

たうえで行動しなければならない｡ 企業は常に

透明性を保ち, これらのステークホルダーに対

して説明責任を果たし, コンプライアンス

(�
�&���
��(即ち法令遵守) はもとより, 環

境保護や慈善活動などの社会貢献行動を企業戦

略の一環として位置づけて活動しなければなら

ないという｡ 実際, 今の欧米社会では, 企業の

ステークホルダーを株主・投資家, 従業員, 供

給業者, 消費者, )�*団体, 地域コミュニティ,

政府といった企業内外の多種多様な利益関係者

へ拡大解釈する考え方は学者と経営者と一般市

民の間にかなり浸透している｡

時代の変化に伴い, ���活動の正当性はす

でに一般的に認められるようになっている｡ そ

の主な理由について, �
�#��+,������-) は

次のように整理している��)｡ �) 道徳的義務 .

企業は善良な市民として正しいことに取り組む

義務があるためである｡ -) 持続可能性.地球

環境と地域社会を守り育てる責任があるためで

ある｡ �) 事業継続の資格.行政当局や地域社

会や消費者などの企業外部のステークホルダー

から, 暗黙的か明示的かを問わず, 事業を継続

する許可を得る必要があるためである｡ /) 企

業の名声.企業イメージ, ブランド力, 従業員

士気などを高め, そして収益性と株価を上昇さ

せるというメリットが客観的に存在しているた

めである｡

���活動の世界的な潮流.その理論と実践

―��―

�) 水尾順一・田中宏司 (-��/), -ページ｡
�) 	
��
(����(����)�
�) ���� ��
��(����)�
��) ������
(��!�(���/)�
��) ��#�$���("�(-���)�
�-) �
�#��+,�����(-��0)�
��) ただし, 企業と社会を相互依存関係ではなく, 対立関係にあると捉えているのはこの四つの説に共通する
弱点である｡ そのため, そのいずれも十分な根拠とはなりえず, それぞれの限界があると �
�#��+
,�����(-��0) は指摘している｡



４. ���活動の内容

企業活動は外部社会へさまざまな影響を及ぼ

すので, ���活動の内容に関する見解も多岐

に渡っている｡ 例えば��������	
��らは,

企業が社会的責任を果たす動機を経済, 制度,

道徳という三つに帰結し, そして三つの円が交

差し, 共同集合の部分が理想状態とされる｡ し

かし, あくまでも経済的動機が最も基本的な決

定要因であり, 企業の経済利益と関係の薄い社

会的責任はあまり果たされないという
�)｡

さまざまな意見の中で, 最も分かりやすい見

方を提示したのは�����	

���であった
�)｡

彼は企業の果たすべき社会的責任をピラミッド

的な構造と表現し, 順番的に下から上に行くと

いう (図 
)｡ 具体的には, 
) 経済責任 (����

�����
�������������)�株式配当, 従業員報酬,

税金などのための経済利益を得る｡ �) 法律責

任 (���	�
�������������)�税法, 商法, 独占

禁止法, 労働法, 環境基準,  !法, 業界基準

と規制などの法律と商業慣習を守る｡ ") 倫理

責任 (�����	�
�������������)�社会一般の倫理

観に違反せず, 贈収賄, 欺瞞的価格, 虚偽の宣

伝広告, 不公正な競争, 顧客への購入強要, 談

合, 不正契約, 従業員への差別といった非倫理

的な企業活動を行わず, 他者の利益を損なうよ

うなことを避ける｡ 企業独自の倫理観と自主基

準を確立し, 企業独自に設定した目標に努力す

る｡ �) 博愛責任 (����	���
����
�����������

���)�良き企業市民となり, コミュニティに利

益と資源を提供し, 住民生活の質的改善に努力

する｡ また, 企業にとって, この�つの重要度

は順次に減少するものであり, ウェートづけを

すれば, ��"���
のように点数化することがで

きる｡ ただし, この階層の順序にさまざまな異

論があり, 例えば法的責任を経済的責任の前に

位置づけるべきだという見方もある｡

このピラミッド構造の中で, 企業の社会的責

任は階層的に達成していくとされている｡ 言い

換えれば, 経済責任から博愛責任までの序列が

決まっているものであり, 順番を入れ替えたり,

飛び級したりすることは非合理的なやり方だと

される｡ 一般論として, 低次元の経済責任と法

律責任を果たしていない企業は社会から厳しい

ペナルティを受けなければならないが, 高次元

の倫理責任と博愛責任を果たしていなくても責

められるべきではない｡ つまり, 経済責任と法

律責任だけを果たし, 倫理責任と博愛責任を果

たしていない企業は発展途中の状態として問題

視されないが, 低次元の経済責任と法律責任を

果たしていないにもかかわらず, 高次元の倫理

責任と博愛責任を果たそうとする企業は偽善者

として疑われる｡ 例えば #	���	
�は中国の

清華大学に$
%%万以上寄付したときに, この

寄付金は #	���	
�の利益から支出されたの

ではなく, 労働者の人権侵害と所得減少によっ

て実現されたとマスコミが猛烈に批判した｡

５. 戦略的な���

従来の考え方では, ���は企業のイメージ

を守るためのものであった｡ しかし, 近年には,

���活動に新しい戦略的重要性を与える研究

が注目されている｡ 例えば �
��
&'
	��

()
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図� カロールによる社会的責任のピラミッド
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は, 企業をイメージ損害と法律訴訟から守ると

いう消極的な観点ではなく, 消費者利益を守る

ことによって自社の差別的な競争優位性を構築

するという積極的な観点から���活動を捉え

る必要があると主張している｡ 彼らによれば,

���活動は不祥事の際の贖罪や保険ではなく,

また慈善行為でもなく, より積極的な態度で臨

めば企業のビジネス・チャンスとイノベーショ

ン, そして競争優位につながる有意義な事業活

動である｡ ���活動の目的をイメージ損害の

予防から付加価値の創造に転換させ, ���活

動を重要な競争戦略として捉えるという考え方

を�������	
���と呼び, ｢受動的���｣ から

｢戦略的���｣ に転換すべきである｡ また, そ

れに伴い, 社内の���部門を費用のかかるコ

スト・センターではなく, 新しい付加価値が創

出されるプロフィット・センターとして位置づ

けなければならないと彼らが主張する｡

例えば���活動が真剣に行われている工場

では, 労働者権利が守られ, 使用される原材料

や化学薬品や添加物などに関する品質管理も厳

しく, 製品に関するアフターケアもしっかり行

われているので, その製品への信頼性も比較的

に高い｡ 商品の品質, 安全と健康への影響, 納

入工場での労働状況, 地球環境への影響などに

関心を持っている消費者が増えているので, 消

費者は法令順守の工場で生産された製品に若干

のプレミアム価格を支払うことに同意すること

もありうる｡ こうして, 消費者満足度の高さが

法令順守工場の差別的な競争優位性となり, よ

り多くのオーダーが入り, 企業の収益性も向上

するとされる｡ こうして, 戦略的���は企業

の収益性に貢献できるので, ����
�, ������,

�	
������, ��, ���
������などの会社はす

でにこの戦略的���戦略に取り組んでいる｡

戦略的���の観点から出発し, ���活動と

企業の財務指標との関連性を検証する研究も多

いが, 残念なことに, 採用された指標と研究方

法の違いによって, 正相関関係と負相関関係の

結果は混在していて, 明確な結論は得られてい

ないようである ��)｡ 一般的な見方として,

���活動は将来収益の増加をもたらすかもし

れないが, ���活動にかかるコストは当期利

益にマイナスの影響を及ぼすこととなる｡ 例え

ば企業の���関係支出は企業内に蓄積される

有形資産と無形資産に転換されたと理解すれば,

本来, ほかの設備投資と同様に, 資産項目に記

載されるべきであろうが, 現行の会計制度では,

���関係支出は単なる発生費用として取り扱

われている｡ こうして, 戦略的���の考え方

では, ���は守りの手段から攻めの手段へと

変化し, 重要度が増大しているが, ���活動

にコストがかかるという事実は変わらない｡ あ

くまでも���は長期利益の獲得という目的を

実現する手段に過ぎず, ���を自己目的化す

ることはできない｡ したがって, ｢���による

利益≧���によるコスト｣ の場合にのみ,

���活動は正当化されるという意見が多い｡

６. ���活動と事業活動の一体化

戦略的な���という考え方は, 企業を主体

とする���活動に新しい方向性とその重要性

を示してくれた｡ なぜかというと, 経営戦略論

的な考え方では, 戦略とは選択であり, 何かを

選ぶと同時にほかのものを放棄する, というこ

とを意味する｡ ���も例外ではない｡ 企業は

多くの分野に広がる無数の社会問題に対応する

ように要求されているが, 企業の競争優位性に

直接的につながっている社会問題はそう多くな

い｡ そこで, 戦略的���を実施するために,

社会と企業を相互依存の関係にあると捉え,

���活動を企業の事業内容に関連づけて一体

化とする必要がある｡ そうすると, いかなる企

業であれ, すべての社会問題に対応して莫大な

コストをすべて引き受けることはできないので,

自社が最も貢献できそうな社会問題, すなわち

���活動の世界的な潮流�その理論と実践

―��―

��) ��
����(����),  
�����!�
"�#��
	�(���$), %���#&��('((�), 田虹 ('((�)｡



自社の競争優位に最もつながりそうな社会問題

を見つける必要がある｡ その結果, 大体, 自社

の事業内容と高い関連性を有する社会問題が優

先的に選ばれることとなる｡

選んだ社会問題は自社の事業内容との関連性

が高いほど, 企業内部に蓄積されている経営資

源, 人材, 技術力などが役に立つ可能性が高い

ので, ほかの企業や慈善団体と比べて, その社

会問題をより安く, より容易に解決することは

可能となり, 社会的責任をより確実に果たすこ

とができる｡ またその社会問題を解決するプロ

セスにおいて得られた経験と教訓を自社の事業

内容に活かすことができるし, 社会問題を解決

した実績によって事業分野での知名度が上がり,

今後のビジネス・チャンスも拡大されることに

なる｡

明らかに, このようなやり方では, ���活

動にかかる費用は, ���費用と同様に, 企業

の競争優位性を構築するための戦略的な先行投

資と見なされることができ, 社会的責任の遂行

と企業収益性の改善が相互に補強し合い, 企業

と社会との間に一種の共生関係が築き上げられ

る｡ ちなみに, 自社の対応できない社会問題に

関しては, その問題と関連性の高い産業界ある

いは行政当局に任せるものだと考えれば納得す

ることができる｡

二. ���活動の実務的な展開

１. 企業側の取り組みと問題点

近年には, 労働問題と環境問題を主要内容と

する���研究は, すでに経営学だけでなく,

社会政策, 労務論, 社会学, 法学などの幅広い

関連領域を持つ学際的なテーマとなっている｡

そのため, ���活動の範囲に関して, 世界銀

行, 国連, ヨーロッパ連盟, 国際標準化組織

(���) といった国際組織, そして各国政府は

それぞれ独自の概念規定を公表している｡ 例え

ばアメリカ経済開発委員会 (�	
�) は ���活

動の範囲を次のように規定している｡ �) 経済

成長と効率, �) 教育, �) 雇用と訓練, 
) 公民

権と機会均等, �) 都市改造と開発, �) 汚染対

策, 
) 資源保護と再生, �) 文化と芸術, 	) 医

療サービス, ��) 政府への支援｡

以上のように, ���活動の範囲はもはや無

制限に拡げられているために, 企業側がどんな

に努力してもそのすべてに答えることはできな

い｡ したがって, 実際の企業活動の中, ���

活動は大体に次のような範囲に限定されている｡

�) 社内で���専門の部署を設置し, 環境や労

働に関する国際基準の認証あるいは独自の行動

規範の制定を行う｡ �) 従業員福祉と労働者利

益の保護｡ �) 環境保護｡ 
) 監督官庁の腐敗に

反対し, 商業賄賂を禁止する｡ �) 公益活動と

慈善活動に積極的に参加する｡ �) 産業別ない

し産業横断的な���運動を推進し, 共通した

ルール作り (行動規範, ������, ��������な

ど)を目指す｡

現在, ほとんどすべての多国籍大企業は毎年

���報告書を発表しているが, その多くは単

に企業イメージを維持するための, 企業が行っ

たさまざまな��活動やメディア・キャンペー

ンや慈善行為を紹介する冊子に過ぎない｡ この

種の報告書を読むと, 多くの問題点が浮かび上

がる｡ �) 言及している問題より言及していな

い問題のほうが多い｡ �)���活動の内容と費

用は書かれているが, その成果はあまり書かれ

ていない｡ �) 将来の取り組みに関する目標は

書かれているが, 数年前の���報告書に書か

れていた目標の達成度に関する記述はほとんど

見られない｡ 
) 戦略的���の観点が欠落して

いて, ���活動の内容は企業自身の経営戦略

と事業内容と全く無関係に選ばれ, 企業の競争

優位性の構築に貢献していない｡

２. 消費者運動

従来では, 先進国の消費者は途上国の工場労

働者の生存状況への関心は小さかった｡ 劣悪な

労働状況に同情的であったが, それが工場所在

国政府の取り組むべき課題だと片付けて目を瞑っ

喬 晋 建

―	
―



ていた｡ しかし, やがて先進国の消費者は良心

的な限界に達したかのように, ����年代以降

に, アメリカ国内の消費者団体と労働組合は海

外調達企業に圧力をかけはじめた｡ アパレルと

靴の業界はその最初のターゲートとされ, マス

コミもすぐに同調したため, 労働搾取工場反対

(�����	
���	�
�) の運動は大々的に広がった｡

例えば ����年に靴メーカーの ����社が集

中砲火を浴びた｡ インドネシア工場での未成年

労働者と低賃金の問題が大々的に報道され, 靴

の小売価格���に対して, 労働コストはわず

か�����に過ぎず, 労働者が搾取されていると

いうイメージが出来上がった｡ しかも, ����

社の最初の対応はまずかった｡ 世界中に分散し

ている契約工場で働く労働者の実態に対して責

任を負う義務がないと弁解しただけでなく, 世

界中の人々に��万個の雇用機会を提供したと

自社の貢献ばかりを強調した｡ ����社の弁明

に状況改善の誠意がないと見られたため, 消費

者の反発が強く, 広範囲での不買運動が起きた｡

その後, イメージ回復を図るために, ����社

はいろいろと苦労し, 大きな代価を払った｡

実際, 途上国工場での労働状況を改善するた

めに, 先進国消費者は重要な役割を果たすこと

ができる｡ 自国のブランド企業と流通業者に圧

力をかければ, かなりの効果が期待できる｡ し

かし, そうなれば輸入商品の価格にある程度の

���関連プレミアムを支払う覚悟も必要とな

る｡ つまり, ���活動にかかるコストの一部

を消費者が負担してもよいという姿勢を示す必

要がある｡ 実際, アメリカでは, このタイプの

商品はすでに存在している｡ 例えば �����

������のマークを付ける商品があり, それは

生産工場が社会的, 倫理的, 環境的な面で審査

をパスしたという印である｡ また ���
� !�

����というブランドがある｡"�
�#�
$�%���,

"��, �
�&��	�などの店で$%���!��'(���		

のクレジット･カードを使って���
� !�����

のマークの付いた商品を買うと, 代金の一部は

自動的に寄付され, アフリカでの $)*�対策

に使われる｡

３. 行動規範の制定

アメリカ国内において, ���活動の一環と

して, ����年代前後に海外で商品あるいは資

材を調達するための行動規範 (�
��
+�
��

� !�) を制定する企業は相次いで現れた｡ その

目的は海外工場労働者の権利を擁護するだけで

なく, 企業イメージを守り, 法律訴訟に関する

リスクを軽減するためでもある｡

例えば ����年にアパレル・メーカーの

,�&�	���� 		社は率先して海外調達に関する

世界最初の行動規範となる ｢"-
.�-�
 �!��#

/0�������#" ���-���(世界調達と操業に関

する指針)｣ を打ち出した｡ その主旨は, ｢世界

中のどこであっても, 私たちの商品の製造に携

わる人々は皆, 安全で健康な労働環境のもとで,

人間としての尊厳を侵されることなく, 敬意を

持って処遇されるべきである｣｡ このガイドラ

インの中, '%����1(相手の立場に配慮する),

0��#���-��1(独自性かつ革新性), )���#���1

(誠実さ), �
 ��#�(勇気と度胸) という四つ

の企業独自の価値観を念頭に, 国際労働組織

()��������
��-,�.
�0�#���2���
�) の諸原

則に基づき, 未成年労働, 強制労働, 性, 人種,

民族といったあらゆる差別を禁止すること, 組

織結成や団体交渉の権利を支援すること, また

労働時間, 賃金, 福祉, 健康, 安全, 環境など

に関する細かい規定も数多く盛り込まれている｡

,�&�	社の後, 流通大手の����	は中国の刑

務所で生産された製品を一切輸入しないと宣言

した｡ また����年に3�-�4���に製品を納入

するバングラディシュ工場内で児童労働者使用

の問題が明るみに出たことをきっかけに,3�-�

4���は自社の行動規範を制定した｡ ほぼ同じ

時期に, ����, ���.
�, "��, *�	��1などの

大手ブランドも独自の行動規範を制定した｡

アメリカ国内の消費者意識が急速に高まるな

か, ����年にニューヨーク市長の "�
�#�

������は労働搾取工場 (	
���	�
�) で生産さ

���活動の世界的な潮流5その理論と実践
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れた商品の流通と販売を禁止する法令を出した｡

����年に労働組合, 消費者代表, ���団体,

小売業者, 輸入商によって構成される ��	

(�

��
���������	����
����
) は史上最初

の����������
����
����
を制定した｡ その

中, 組合結成の権利と団体交渉権, 消費者の知

る権利などが含まれる｡ 後にこの��	は���

(��
������������� ������) に名称変更し,

監査規準の制定, 監査スタッフの認定, 監査報

告書の審査などの業務を担っている｡ やがてア

パレル産業, 玩具産業, 電子産業のように, 産

業別の行動規範は多く作られた｡ 例えば�!"以

上の大学の学生が加盟している#$�$(#���
�

$���
����%�����$&
�����
�) という組織も

あり, 大学ロゴ入り商品の生産工場での労働者

状況について調べている｡

実際, 欧州からアメリカ企業への圧力も無視

できない｡ その一例として, 英国の人権団体で

ある����'(������� �%
� �(���)
��
��

'
)
��
*
��) は, +	, �,�, '
��という米

国のコンピューター・メーカー大手三社のサプ

ライ・チェーンにおける労働条件が国際基準に

満たしていないことを理由として, -"".年 �

月にマスコミとインターネットを通じて, 消費

者がこの/社に対して労働条件の改善を求める

ように呼びかけた｡ これがきっかけとなって,

-"".年�"月に+	, �,�, '
��三社が共同で

電子業界のサプライ・チェーンにおける行動規

範 (0�
 ����� �������� ���
�(����� �1

0���) を発表するに至った｡ 後に�� ����(�,

���
�, ��� �, $���といった0�$(0�
 �����

� �����(� �����%$
�)� 
2電子機器受託生

産) 業務を行っている電子業界の有力企業各社

は相次いでこの0���に参加している｡ また,

�$3を推進するアメリカの企業団体である

,$3(,����
��(��$� ���3
�
����������) が

中心となり, この0���を世界の電子産業界の

サプライ・チェーンの共同の行動規範とする動

きがあり, ヨーロッパや日本を含む世界中の企

業にこの0���への参加を求めている�4)｡

企業行動規範への関心が世界中で高まる中,

-"""年 �月 -5日に ｢企業行動原則｣ として

｢国連グローバル・コンパクト｣ が提唱された｡

この原則には, 世界人権宣言, 国際労働機構の

労働権基本原則, 環境開発リオ宣言などを含み,

人権-原則, 労働.原則, 環境/原則, 計�原

則からなっており, -"".年に腐敗防止に関す

る�"番目の原則が追加された｡ 世界各国の企

業はいつでも自らの意思でこの ｢企業行動原則｣

への加入を宣言できる｡ 現在, 欧州企業を中心

に数千社がすでに加入している｡

海外調達企業の行動規範作りの運動はヨーロッ

パにおいても活発に展開されている｡ �つの具

体例を見ると, ドイツの������社は中国を最

重要な製造拠点として位置づけている｡ 世界中

に��の独自の製造工場を持つが, 全製品の大

部分は国外の下請工場で委託生産されている｡

-"".年末時点にスポーツ・シューズの約!割,

スポーツ・ウエアの約/割は中国国内の�5�の

契約工場で製造されている｡ 生産コストの安さ

だけでなく, 労働環境も重視しているという｡

�$3の観点から ｢できるだけ安く｣ のではな

く, ｢許容範囲内でできるだけ安く｣ を目指し

ている｡ 下請け業者を選択する際に, 同社の定

める契約基準 ($��������(0�%�%
*
��) の

遵守を前提条件としている｡ 下請け業者に関す

る評価・報告システムを-"""年から取り入れ,

エンジニア, 衛生士, 安全管理士, 法律家, 人

材専門家からなるチームが実施状況を監視して

いる｡ その結果, -"".年末に中国での�5�の

下請工場で働く約-"万人の従業員の平均賃金

は月額約�"""元で, 最低賃金を."～!"％上回っ

ているという��)｣｡
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４. 日本企業の取り組み

日本企業の���活動について考えると, ま

ず近年に企業スキャンダルの多発が目立ってい

る｡ 例えば雪印の集団中毒事件 (����年), 東

京電力の原子力発電施設の記録漏れ事件 (����

年), 日本ハムの牛肉偽装事件 (����年), 三井

物産の海外での贈賄事件 (����年), ソフトバ

ンクの個人情報漏れ事件 (����年), 三菱自動

車の一連のリコール事件 (����年), 関西電力

の美浜発電所死亡事故 (����年), 日本航空の

飛行機故障多発事件 (����年), カネボウの粉

飾決算事件 (����年), ��西日本の福知山列

車事件 (����年), ライブドアの証券取引法違

反事件 (���	年), ミートホープ社の牛肉偽装

事件 (���
年), 石屋製菓の ｢白い恋人｣ の賞

味期間改ざん事件 (���
年)などがある｡

日本企業の不祥事が多発する理由について,

丸山は次のように解説している��)｡ �)���へ

の認識が欠如している企業が多い｡ ���の先

進企業は少数に存在しているが, 全般的に企業

のコンプライアンス体制の制度化は不十分であ

る｡ �) 上場企業の�割ほど何らかの���活動

に取り組んでいるが, その多くは外圧または横

並び意識によるものであり, 自社の問題として

主体的に取り組む企業が少ない｡ 
) 日本の企

業は企業主義的で秘密主義的な隠蔽体質を持っ

ており, 自社の不祥事に対して独りよがり的に,

閉鎖的に対応することが多い｡ �) 日本企業に

は内部告発・通報を企業内部に受け止める仕組

みや制度が未確立で, 告発者を保護する仕組み

は十分に機能していない｡ �) 労使協調主義を

掲げる労働組合が多く, 経営者に対するチェッ

ク機能を果たせない｡ 	) 株主, 取引先, 消費

者, 行政当局といったステークホルダーは企業

経営への介入に消極的で, 経営者の独走を黙認

している｡

この状況下で, ���に対する政府と企業の

取り組みは以前より多少熱心になっているが,

欧米諸国と比べればその態度はかなり保守的な

ものである｡ 今の段階では, 産業界の主導で次

の
つの基本原則が形成されている｡ �)���

は競争力の源泉にも成り得て, 企業価値の上昇

に貢献できるので, ���活動を積極的に推進

すべきである｡ �)���は政府行為ではなく,

民間企業が自主的に推進すべきである｡ つまり,

���の取り組みを企業の自主性の枠内に限定

し, 外からの規制と誘導を拒否し, とくに強制

力を伴う法制度化は実行すべきではない｡ 
)

���活動に関する日本と欧米諸国との差を認

識し, 今後は時代の変化に対応できるように,

企業の行動規範 (������������) をはじめと

する���活動の内容を随時に再検討すべきで

ある｡

このような基本原則を踏まえ, 日本企業の

���活動から次のような優先順位が見られて

いる｡ �) 法律順守, �) 環境保護, 
) 個人情報

保護, �) コーポレート・ガバナンス, �) 安全

生産, 	) リスク管理, 
) 労働者利益, �) 情報

公開, �) コミュニティ貢献, ��) 消費者利益｡

またこれらの活動内容は日本国内だけでなく,

海外で活動を展開している子会社にも適用され

ているが, 残念ながら, 海外の納入業者には適

用されていなく, 行動規範や������や工場

監査などを要求していない��)｡ また, 日本国

内では, ���のほか, 投資において金銭的な

リターンを求めるだけでなく, 環境や人権や企

業倫理を重視する ���(�����������������

������ ���!即ち社会的責任投資) という運動

もあるが, 欧米と比べると, その規模は非常に

小さい��)｡

欧米社会と比べて, 日本社会での消費者と市

民の力が弱く, 企業の影響力が極めて強い｡ 実
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際, ���も���もすべて企業側が推進の主体

となっており, トヨタやキャノンのような日本

を代表するトップ企業でさえ, 自分に都合のい

いことばかりが宣伝され, 工場労働者の雇用形

態と労働状況に関する多くの問題点は全く触れ

られていない｡ 言い換えれば, 日本の企業も消

費者も自分の利益にならないことには関わりた

くないと考えているようである｡ したがって,

多国籍企業の海外工場での労働状況に対して,

欧米では労働組合と消費者ならびに行政当局が

労働搾取工場反対 (����	
����

��) の運動を

起こしているのに対して, 日本ではそういう動

きはほとんど見られなかった｡

三. ������規格

１. ������規格の由来

���活動の内容は多岐に渡るが, その最も

基本的な内容は労働者権利の擁護と言えよう｡

労働者権利を保護するために, 世界各国はそれ

ぞれ労働関係の法律と条例を作り, 時代の変化

とともに多くの修正と補充を加えてきている｡

今日, 労働基準に関して, 統一した国際的な基

準はないものの, ���(国際労働機関)や���

などの国際的な組織体はそれぞれの指針を公表

しており, 近年に最も注目されているものは

������規格である｡

��とは ｢ソーシャル・アカウンタビリティ

(��������������������)｣ の略で, すなわち

社会への説明責任を意味する｡ そして, ��

����とは, 世界中の工場や企業で働く労働者

の基本的人権の尊重や労働環境の改善などを目

指すために, 米国の���評価機関である���

(���������������������������������) が����

年��月に構築した企業倫理分野での初めての

国際規格である｡ ������の法的根拠は, 国際

労働機関 (���) が定めた労働基準や基本人権

条約, そして国連の世界人権宣言や子ども権利

条約や差別撤廃条約などである｡

����年には, 米国の� !(��������� ��	

��"��!��������
)は下部組織としての� !��

(��������� ����"��!��������
�����#���	

�����$����) を設立した｡ この� !��の第

一回大会において������が策定された｡ %���

年に � !は活動を終了し, � !��は ���

(���������������������������������) と改称

された｡ それ以来, ���の本部はニューヨー

クにある｡ %���年�%月に訂正版の ｢������&

%���｣ が発表され, 最新修正版は ������&

%���となっている｡ 現在の���は非営利組織

であり, そのアドバイザリー・ボード (理事会)

には, 労組, 産業界, 人権擁護団体, コンサル

タントといった多様なステークホルダーの代表

が集まっており, ������の継続的な改善に向

けて議論を続けている%')｡

２. ������の要求事項

������は, 国内と国際両方の労働法規を守

る規格として, 製品製造またはサービスを提供

するすべての会社に雇用されている従業員, サ

プライヤー｡ サブコントラクター, サブサプラ

イヤー, および家内労働者のすべてに対して,

会社の管理と影響力の及ぶ範囲において保護し,

権利を与えるものである｡ 具体的には, 以下�

項目の推進と継続的改善を要求している｡

１) 児童労働 (�
��#�����)&�(歳未満の児

童労働に関与したり, それを支援したり

してはならない｡

２) 強制労働 ()����#�����)&懲罰という脅

しを使った強制労働に関与したり, それ

を支援したりしてはならない (犯人労働

と奴隷労働も禁止)｡

３) 健康と安全 (
����
��#
�)���)&すべ

ての従業員に安全で衛生的な職場環境を

提供しなければならない｡

４) 結社の自由と団体交渉権 ()���#�" �)
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�����
)�労働者自身の選択による労働

組合の結成, 加入, 運営, および従業員

の代表として会社と団体交渉を行う権利

を尊重しなければならない｡

５) 差別 (����	���������)�人種, 出身, 社

会階層, 家系, 民族, 国籍, 宗教, 性別,

年齢, 障害, 性的思考, 婚姻の有無, 家

庭環境, 政治的見解といった理由から,

採用, 報酬, 研修機会, 昇進, 解雇, 退

職において差別的な対応をしてはならな

い｡

６) 懲罰 (����������	��	�����
�)�精神的ま

たは肉体的な強制, 体罰, および言葉に

よる虐待を行ったり, それを容認したり

してはならない｡

７) 労働時間 (��	���
���	�)�正常勤務

時間や残業時間などに関する法令および

業界基準を遵守しなければならない｡

８) 報酬 (	
���
	�����)�従業員が生活賃

金を受領する権利を尊重し, 従業員の基

本的なニーズを満たし, いくらかの可処

分所得を与えるのに十分な賃金を支払わ

なければならない｡ 標準的な週労働時間

に対して支払われる賃金が, 常に法令で

定めるまたは業界が定める最低賃金以上

でなければならない｡ また懲罰的な減給

処分も禁止される｡

９) マネジメント・システム (����

�
��

����
��)�ソーシャル・アカウンタビ

リティ (社会説明責任) とそれを保証す

るための労働条件に関する企業・団体の

方針を規定しなければならない｡

３. ������の認証

������規格の認証を受けるためには, ���

が認めた独立系の認証機関である���(�
	���

 �����������
��!��"年#月時点に世界範囲で

$"法人)による審査を受けなければならない!%)｡

認証を取得する具体的な手順は, $) アプリケー

ション・パッケージの入手, !) 社内チェック

の実施, &) 社内管理システムの構築, %) 審査

登録機関の決定, ') 予備審査, () 本審査, と

いう流れになっている｡ 認証を一度受けると&

年間有効となるが, この&年間に半年ごとに維

持審査のチェックが入る｡

そして, ������の認証を受けるには, 次の

!つの方法がある｡

$) 生産拠点を持つ企業は, ���に認定され

た認証機関の監査を受けることにより, 事業所

ごとに ������の認証を取得することができ

る｡ $##�年に認証が本格的に開始されてから

これまでに認証を受けた事業所の属性は, &�

カ国, !!業種に及ぶ (!��&年%月現在)｡ ��

����の認証は, ���がライセンスを与えた独

立の第&者機関によって行われる｡ 事業所の監

査システムは��)シリーズに類似のものとなっ

ている｡ 監査では, 労働規範の遵守を確保する

ために, 事業所における教育・研修プログラム

とマネジメント・システムの導入と改善に重点

が置かれている｡

!) 販売活動を主業務とする企業, あるいは

生産と販売の両方を行う企業は, ��*(������

��	��	��
������
�
��*	�
	��) に参加す

ることができる｡ ��*には!段階のレベルがあ

る｡ まず第 $段階は +�����	���
,
�
�-と

+./���	
	,
�
�-の取り組みから始める｡ つ

まり, ������を調達基準として採用し, 一部

の取引先に対する試験的な監査を行う｡ 第!段

階では+��
����	�,
�
�-に進み, 一部あるい

は全ての取引先に対して, ������を調達基準

として継続的に用いるほか, ���が認証する

公開の進捗状況レポートを発行する｡ この��*

には, ��		
 ��	や0��
といった多くの大手

多国籍企業が参加している｡
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４. ������制定の背景

かつてに世界中に衝撃を与えたショッキング

な写真があった｡ ガラス工場の中でベトナムの

子供たちはサンダルを履いたまま, 危険なワイ

ヤーや割れたガラスが散らばる生産現場で働い

ていた｡ そして, 危険な労働状況下で事故が起

きやすいにもかかわらず, 一旦障害を負うと解

雇されてしまうと補足の説明があった｡ この写

真は欧米諸国で多くの議論を呼び起こし, 途上

国工場の労働者人権を擁護する運動につながっ

た｡

今日, 欧米先進国のブランド企業と多国籍企

業にとって, 自社直営の海外工場だけでなく,

自社に商品を納入する他社の海外工場において

も, 劣悪な労働状況の存在は大きなリスクにな

り, 例えばブランド・イメージの悪化, 高い離

職率, 不良品の増加などが心配される｡ 事実上,

ギャップ, ナイキ, チキータ, リーボック, シェ

ルなどの各社はかつてに世界範囲で社会的な非

難を受けたことがあり, �����������, または

��	�����
�����と呼ばれ, ブランド回復のた

めに, ある種免罪符的に��
活動に取り組ま

ざるを得なかった｡

こうして, ������が制定された背景には,

まず多国籍企業の発展途上国における工場運営

において, 企業の社会的責任が問われるように

なったことが挙げられる｡ マスコミの影響力も

消費者団体の交渉力も強くなるなかで, 多国籍

企業は企業のイメージ向上に努めて行かなくて

はならない｡

次に労働環境が国際化されることにつれて,

多国籍企業は海外調達活動を通じて, 途上国の

工場労働者の生存状態を改善させる義務を負う

べきだと社会的に要請されている｡ そのため,

労働者の人権保護や正当な労働条件遵守などに

関する国際的な労働規格が必要になった｡

さらに先進国が新しい貿易保護の手段として

������を利用しようという下心も否定できな

い｡ 例えばかつてに中国の労働者人件費は日本

の��分の�, 米国の��分の�と言われていた

ため, ������は日米国内の産業と就業機会を

守る強力な手段にもなるはずであった｡

５. ������の役割

世界中の企業が国際的に競争している中, さ

まざまな共通した国際標準が制定されている｡

例えば�������規格は国際貿易の円滑化を目

指し, 世界共通の品質保証基準として, ����

年に ���(���������������
��������� 	��

���������������＝国際標準化機構) によって

制定されたものである｡ また��������シリー

ズは����年から導入された環境マネジメント

の国際規格である｡ そして, ������は労働環

境に特化した国際規格である｡ 品質管理の���

����, 環境保護の��������と同様に, 労働環

境の ������は重要な国際規格の一つとなっ

ている｡ 強制ではないが, 興味のある企業は自

主的にこれらの規格認定に取り組み, 要求を満

たせば, 第三者機関からの認証 (�����	�������)

を受けることができる｡ 言い換えれば, ���

����, ��������, そして������を取得する

ことは, 品質, 環境, 労働の観点から国際的な

優良企業として認められることになる｡

メーカーにしても, 小売業などのサービス業

にしても, グローバル的な事業を展開している

企業にとっては, 労働に関する国際規格として

の ������は非常に重要なものである｡ 例え

ば児童労働は, 日本国内でほとんど問題になら

ないが, 開発途上国では��代前半の児童が就

労するケースは珍しくない｡ 教育を受けられな

いため, 貧困の連鎖は児童労働から始まり, 大

人になってもその連鎖から抜け出すことはでき

ない｡ したがって, 児童労働や強制労働に関す

る世界的基準を広げることは重要である｡ 開発

途上国に進出した企業が, 児童労働の問題を軽

く見ては当然問題になる｡ また, 児童労働ばか

りではなく, 暮らしが成り立たないほどの低賃

金やセクシャル・ハラスメントなどの問題につ

いても, ������認証活動を通じて, 企業内の

意識が大きく変わるので, 問題発生のリスクを
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減らすことができる｡

企業のコンプライアンス (法的遵守) が声高

く叫ばれている中, 最も基本的なコンプライア

ンスは労働法令の遵守である｡ ������認証を

取得していれば, 企業のコンプライアンスも基

本的に大丈夫だろうと思われる｡ ������認証

は企業が労働問題に真摯に取り組んでいる証と

なるので, 国際的な評価が得られたと言える｡

また労働者が就職と転職時の選別基準, 企業が

取引する際の判断材料にもなる｡

先進国の企業にとって, ������認証の取得

によって, サプライ・チェーンへの信頼が高ま

り, 商品リスクを減らし, 消費者要求に応える

といったメリットが得られ, 企業イメージの向

上につながる｡ したがって, 自国内において消

費者や労働組合やマスコミからの圧力をかわす

ことができるし, また進出先の途上国において

もより良い条件で事業を展開することができる｡

他方, 途上国の工場にとって, ������認証

は離職率を低下させ, 事故を減らし, 生産性と

品質を向上させるメリットがある｡ しかし,

������認証を得るためには, 賃金, 残業, 福

祉, 安全措置などに関する改善に投入する費用

は相当大きいし, また認証費用もかかるので,

これらの費用は結局生産コストの上昇に繋がる｡

つまり, 中国のような途上国にとって, ��

����というものは, 外国大企業の独善的な暴

走行為を防ぎ, 自国労働者の正当な権利を守る

というポジティブな役割を果たすと同時に, 反

ダウンピング法や���基準などと同様に, 新

しい貿易障壁となって自国の労働集約型製品の

輸出を阻むネガティブな働きもする両刃の剣で

ある｡

５. ������認証の広がり状況

������の発表後, まず���	社が
���年�

月に最初の認証を受けた｡ その後は, 速くもナ

イキ, 
�, フォード, カリフォールなどの欧

米大企業を中心に導入され, これらの大企業に

商品を納入するサプライヤー工場もこの ��

����を守らなければならなくなる｡ 例えば契

約工場での労働条件が悪く, 低賃金労働や児童

労働なども存在するという理由で, 多くの抗議

がナイキ社に寄せられ, ナイキ商品に対する不

買運動が起きた｡ その後, ナイキ社のフィルナ

イト会長が自ら改革を行い, 最近の労働環境の

格付けではナイキ社は�評価を得るまでになっ

ている｡

������認証の広がり状況について見てみる

と, ����年年末時点のカバー範囲は��カ国,

��産業, �
�工場, �������人であった｡ 認証

企業の中, 先進国の大企業だけでなく, 途上国

の中小企業も多い｡ また搾取工場の典型として

批判されていたアパレルや繊維などの企業が上

位にある｡ 具体的には, アメリカのエイボン化

粧品, ドール・フード・プロダクツ, トイザラ

ス, ティインバーランド, ギャップ, イタリア

のイタリア生協, スイスのヴォーゲル等々があ

る｡ このなか, 中国の認証企業は��社で, イ

タリアの
��社に次ぐ世界第二位であり, また

カバーしている従業員は�����人で, 世界第一

位となっていた��)｡ また, ����年�月時点の

認証件数は
����件である｡ 国別では, イタリ

ア���
％, インド
���％, 中国
���％の順と

なっている｡

���が ����年 �月に公表した 
�年報告書

によると, 
���～����年の間に, 認証工場数

の年間増加率は��％に達している｡ ����年�

月末時点において, ��カ国の ��産業分野,


����工場に働く ��万人の労働者は ������

規格にカバーされている��)｡ 認証が最も進ん

でいるトップ�の国はイタリア, インド, 中国,

ブラジル, パキスタンであり, その詳しい中身

は次の表�にまとめられている｡ イタリアの認

���活動の世界的な潮流�その理論と実践
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証件数がインドと中国を上回った大きな理由は,

トスカーナ (�������) 州をはじめ, イタリア

のいくつかの地方政府が, 同認証を取得した企

業を公共調達において優遇する規定を設けてい

るためである｡

近年には, 欧米先進国だけでなく, インドや

ブラジルやベトナムなどの途上国においても,

市民, メディア, ��	と�
	の後押しを受

けながら, 自国内でリーダーシップを握る大手

会社は積極的に ��
���規格の普及を進めて

いる｡ しかし, 世界範囲で考え, しかも��	

����と��	�����と比べれば, ��
���規格の

認証は未だに広がっていないというべきである｡

７. 日本における������の状況

先進国の日本において, かなり前から���

行動規範などはもはや社会的な非難から会社を

守るという消極的な戦略ではなく, 企業イメー

ジを高め, 他社との差別化を図り, 競争優位性

を確立するための積極的な戦略として使われて

きている｡ そのため, 新しい国際規格としての

��
���に対する認知度は低いものの, ���

と���(����������������������������) に関

する取り組みは既に長年にわたって続いてきて

おり, また��	活動も活発である｡ その結果,

正規従業員の労働環境に関する深刻な問題はあ

まり発生していない｡ ただし, 派遣労働者や外

国人研修者をめぐる労働環境は相当悪いと頻繁

に報道される｡

日本国内での労働環境は比較的によいにもか

かわらず, ��
���認証の取得は企業評価の新

しいモノサシとして今後の労働環境改善に役立

つと考え, ��
���認証を取得する企業は少し

ずつ増えている｡ この流れの中, 流通大手のイ

オン社のケースは最も注目されている｡

イオン社は����年�月に取引行動規範とし

ての ｢イオンサプライヤー���(�� ��!���"

 #��)｣ を制定した｡ これは, ��
���などを

参照しながら, イオン社の基本理念と社内ルー

ルの考え方を盛り込んで独自に作成したもので

ある｡ この中に, 環境保全や企業倫理に関して,

�) 児童労働, �) 強制労働, �) 安全衛生および

健康, �) 結社の自由および団体交渉の権利,

$) 差別, %) 懲罰, &) 労働時間, 
) 賃金および

福利厚生, �) 経営責任, ��) 環境, ��) 商取引,

��) 認証・監査・監視, ��) 贈答, という��項

目が含まれている｡ この取引規範の実施によっ

て, イオン社は ｢トップバリュ｣ の委託生産工

場 (世界�$カ国の約���工場)とともに, 生産

製造のプロセスにおける諸問題に対して説明責

任を果たす義務を負うこととなる｡ 製品の品質

向上のみならず, 生産活動における企業倫理や

労働環境に関する法令遵守を推進していくと表

明した｡

また, ����年�月�日にイオンは社会から

信頼される企業になるという強い決意を国内外

喬 晋 建

―���―

表� ���	
���
�������������
��
�����
��������������������

��#��'��� �#(��'�!
��'��!��������

％�!����� �#(��'�!
)�'*�'�

％�!����� �#(��'�!
�� #��'���

����� %�% �$+% ���,��
 �%+
� $


�� �� ��& �$+
 ��
,�

 �&+�& �


�-��� �$� ��+% ��&,%
� ��+&� �%

.'�/�� �� %+%� $�,&�� 
+�� ��

��*����� $� �+&� ��,%&$ �+�
 &

出所0���1���-������'��'�����'�2,3��+����,�+��に基づいて作成｡



に示すため, 国連グローバル・コンパクトへの

参加を表明した｡ その後の����年��月�日,

日本の小売業として初めて, イオン社のプライ

ベート・ブランドとなる ｢トップバリュ｣ のサ

プライヤー管理とイオン株式会社の本社業務に

おいて日本国内初の������認証を取得した｡

これは, ｢トップバリュ｣ の製造過程において,

｢������｣ の要求事項が遵守されているかど

うかをチェックするサプライヤー管理と, その

商品の製造を委託しているイオンの本社業務に

ついて, 第三者認証機関の審査を受け, ���

から認定されることを意味する｡ こうして, イ

オン社は継続的な労働環境の向上に取組み, 国

際社会から信頼を得られる企業を目指そうとし

ている｡

実際, 日本国内工場と比べて, 海外工場で

������認証を取得する重要性ははるかに大き

い｡ 例えば中国でポリエステル長繊維織物の製

織や染色加工を事業展開している南通帝人有限

公司 (帝人株式会社の���％出資子会社, 本社

は大阪市中央区, 所在地は中国江蘇省南通市,

設立は�		�年
月��日, 操業開始は�		�年

	月 ��日, 従業員数は �����人) は, ����年

��月��日にフランス系の認証登録機関である


���(
�������������������������������

��) より������の認証を取得した｡ 帝人は,

����年�月に���	���を認証取得してから,

����年�月に��������認証を取得している｡

今回の ������の認証取得により, 品質・環

境・社会という三つの側面においてバランスの

取れた経営を遂行している証を手に入れ, より

高いレベルでの国際的な信頼が得られると期待

する｡ 特に該社のビジネスにとって重要な顧客

となる欧州企業は, 企業モラルを重視する傾向

が強いので, 今回の認証取得は今後の欧州ビジ

ネスの規模拡大と信頼性向上につながると考え

る｡ 一方, 近年の中国国内でも労働環境の改善

を進める動きが活発であり, 南通帝人は現行の

中国国内の労働法規を守るにとどまらず, より

いっそう国際的な標準レベルでの労働環境保護

を図っていると ��できる｡ ちなみに, ����

年末時点に中国国内で ������認証を取得し

ている日系会社は�社程度で, 江蘇省内の日系

企業では帝人は初めての認証取得となる｡

８. 中国における������の状況

中国企業の ��活動の範囲は急速に広がっ

ているなか,  ��関連の費用は大体, 環境保

護支出, 労働者社会保障支出, 納税額, 労働者

教育支出, 公益性社会活動支出という順位となっ

ている��)｡ 新しい枠組みとしての������に

対する理解は未だに広がっていないが, 沿海地

域の工場を中心に, ������の影響力は徐々に

増大し, 企業の競争力を左右する要素の�つと

なってきている｡ 例えば聯志玩具礼品 (東莞)

有限公司は中国最初の ������認証を取得し

た企業の �つである｡ この会社は �		�年に

������認証を取得してから, !"#����$など

の外国企業から安定した納入業務を請け負い,

順調な成長を遂げている��)｡ 逆に, ����年に

深�市にある玩具工場で未成年労働者使用, 長

い残業時間, 低賃金, 書類偽造などの問題が発

見され, 複数のアメリカ企業が注文を取り消し

た｡ その結果, �つの工場と����人の従業員

を擁するこの企業はたちまち倒産した�	)｡

一方, ���はブランド各社と協力して ��

����の認証を主導的に広げている｡ 例えば中

国広東省のある衣服工場で経営側の賛同を得た

うえ, ������認証の実験を行い, 実験に伴う

全費用を ���と %�&'�����$が負担した｡ 中

国政府の非難を回避するために, 労働組合の独

立性や労働者人権などの言葉を避け, 工場労働
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者委員会を設立した｡ 労働者投票で選ばれた代

表に対して���の教育訓練プログラムを提供

し, 賃金や福祉などについて経営側との団体交

渉をさせた｡ この工場の労働者委員会の実績に

は, 子供教育手当の新設, 年に一度の帰郷時の

貸し切りバス, 社内運動会, チャリティ募金,

労働法・����・コンドーム使用・消防設備・

救急設備などに関する勉強会などがある｡ この

実験は大いに成功した｡ 工場内の労働秩序は良

くなり, トイレでの落書きと随所で見られてい

たタバコの吸殻もかなり減った｡ 周辺の工場と

比べ, 残業時間が大幅に減り, 労働者の離職率

がかなり下がり, 労働生産性は大幅に上昇した｡

労働者権利が尊重されているという企業イメー

ジが広がり, 労働力不足の問題が深刻化になっ

た����年にも十分な労働力を確保することが

できた｡

アメリカや日本などの先進国と比べて, 中国

の労働関連法規はより厳しい内容となっている

が, その順守状況はあまり良くない｡ 中国自国

の法律さえ確実に守っていれば ������の必

要性が全くないという見方が強く, また ��

����認証を海外からの不当干渉と陰謀と捉え

る意見も少なくない｡ そのほか, 共産党一党支

配の政治体制の下で, ������が要求する労働

組合結成権利と団体交渉権利はどんな影響を及

ぼすのかに対する不安も若干ある｡ この背景下

で, 中国政府は ������に対する態度を明確

にしないまま, 独自の労働基準を作る動きが活

発になっている｡ 例えば����年�月に中国中

央政府直属の部局である	
��	(��
	����


��������
����
��������
�	������) は

	�	�����という紡績繊維産業における行動

規範 (	��
��	������) を作った｡ その	�	

�����の内容は������とほぼ同じであるが,

������のような強制力がなく, 工場監査も認

証制度もないのは大きな違いとなる｡ 	�	

�����導入の目的は企業側に努力の方向を示

すためであると解釈され, ����年に中国国内

の��の工場で	�	�����が実験的に取り入れ

られ, その効果は非常に限定的なものであった｡

実際, ������の実効性を疑い, 中国工場の

労働者権利が改善されない原因を多国籍企業の

調達価格の安さに帰結し, 多国籍企業は労働者

権利侵害の連帯責任を負うべきだという見方が

ある��)｡ その根拠として, 外国企業からの委

託生産を主業務とし, ������認証の工場監査

を受けている珠江デルタや長江デルタの工場と

比べると, 外国企業からの委託生産を主業務と

せず, ������認証の工場監査を受けていない

四川省の工場においては, 労働者の待遇がよく,

人権が守られているという調査結果が得られた

ためである｡ なぜこうなったのかと言うと, 外

国企業は行動規範や ������や工場監査を中

国工場に強要するが, その分のコストを調達価

格に上乗せることに同意しない｡ 中国工場側は

行動規範や ������や工場監査に関わるコス

トの大半ないし全部を負担することになるので,

もともと薄かった利幅がさらに小さくなる｡ 採

算割れを避けるために, 工場経営者はあらゆる

コスト削減策を探り, 労働者の賃金と福祉を極

端に抑えようとする｡ また外国企業から委託生

産のオーダーを獲得できるのは最も安い調達価

格を受け入れる工場だけなので, 工場間競争に

よって労働者権利は悪化する方向へ進む｡

前の表 �で示されるように, 中国における

������認証数は世界第�位なので, 進んでい

るとも言える｡ しかし, 最も多くの工場数と労

働者数を擁し, 最も多くの製品を世界中に輸出

している世界の工場として, 認証数はイタリア

とインドに及ばないという意味では, 進んでい

ないとも言えよう��)｡
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むすびにかえて

本稿で検討したように, 現代社会における企

業の存在感が増大するにつれて, 企業の果たす

べき社会的責任の範囲も拡大している｡ 学問の

世界で多くの理論が主張されるなかで, 企業は

良き企業市民として, 株主だけでなく, 従業員,

投資家, 消費者, 地域コミュニティ, 取引相手,

といったステークホルダー全体の利益を図るよ

うに, 経営活動を行わなければならないという

考え方はかなり広い範囲で浸透している｡ しか

も, ���活動を企業防衛策から差別的な競争

優位性を構築する手段へと転換させようという

戦略的���理論も打ち出されている｡

この背景下で, 個別企業と産業団体, 一般消

費者と市民団体, 政府と国際機関などは���

活動の取り組みに積極的に参加している｡ 先進

国の消費者運動がより強力なものになるととも

に, 先進国の海外調達企業は行動規範を制定し,

自国内工場だけでなく, 海外の納入工場に対し

ても, 労働者権利をはじめとするさまざまな社

会的責任を積極的に果たそうとしている｡ しか

し, こういう���活動は確実に推進されてい

るとはいえ, 今まで得られた成果は満足できる

ほどのものではない｡ 例えば先進国の日本で見

られるように, 消費者と市民の影響力が弱く,

企業側が���活動の推進主体となっている｡

そのため, ���報告書の発行は一般的になっ

たが, 企業側に都合のいいことばかりが宣伝さ

れ, 従業員の雇用形態と労働状況に関する多く

の問題点はほとんど触れられていない｡

���活動の内容は多岐に渡るが, その最も

基本的な内容は労働者権利の擁護である｡ ����

年代後半に誕生した ������規格は国際的な

労働環境基準として大いに注目されている｡

������認証の取得は先進国企業にとっても途

上国企業にとっても多くのメリットがあるため

に, 途上国工場を主要目標にして世界中の多く

の国々で徐々に広がっている｡ しかし, そのメ

リットと必要性に対して疑問を感じる企業も多

く, ������規格の認証は 	�
����や 	�


�����のように広範囲で普及していない｡ 例え

ば先進国の日本では, ������認証に取り組ん

でいる企業は非常に少ない｡ また世界の工場と

いわれる途上国の中国においても, その必要性

が疑われたうえ, 不信感と反対意見も強く,

������の認証は順調に進んでいないと見るべ

きである｡

こうして, ���活動は理論的にも実践的に

も成長してきていて, 企業行動規範や������

国際規格などの枠組みも徐々に出来上がってい

るが, 満足できるほどの成果は未だに得られて

いない｡ しかし, 経済活動のグローバリゼーショ

ンが迅速に進み, 地球環境保護と労働者人権保

護に対する関心度が日増しに高まるこの新しい

時代においては, 先進国か途上国かを問わず,

���活動の潮流は確実に世界範囲で勢力を拡

大していくと考えられる｡ また, この世界的な

潮流の中で, 企業と産業団体は依然として

���活動の主体を担うが, それ以外の人々は

決して無関係ではない｡ つまり, 一人の従業員

として, 一人の消費者として, 市民団体の一人

として, 政府組織の一員として, われわれ全員

は自分なりの役割を果たさなければならない｡

付記�

熊本学園大学の海外研修制度を利用して���
年�

月～����年 �月の間に米国の ���������������

���������������������������������� ���

!"�������#�������������$�%���������	����&

��������!"��������# '��(���� で ������� 

�������として滞在しました｡ その期間中に, ア

メリカ社会における���の理論と実践を多く知る

ことができました｡ この論文を持って貴重な研修

機会を提供してくださった熊本学園大学と

�������������������������������������������

に感謝の意を深く表します｡

���活動の世界的な潮流)その理論と実践
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＊王暁栄 ｢労工標準水平与外商直接投資流入｣ 『中

国工業経済』 ���
年第
�期｡

＊王志楽ほか編著 『���	跨国公司中国報告』 中国

経済出版社, ���	年｡

＊温素杉・方苑 ｢企業社会責任与財務績効関係的

実証研究｣ 『中国工業経済』 ����年第
�期｡

＊呉先明 ｢跨国公司的社会責任｣ 『経済管理』 ���


年第�期｡

＊許葉平 『全球化背景下的労資関係』 北京郵電大

学出版社, ����｡

＊楊正喜 『中国珠三角労資衝突問題研究』 西北大

学出版社, ����年｡

＊張恩 ｢社会責任投資�財務績効及其対企業行為

的影響｣ 『経済管理』 ���	年第�期｡

＊張新国・張蕾 ｢労工標準与我国国際競争力｣

『経済管理』 ����年第�
期｡

＊召来安 ｢������対我国的影響及応対｣ 『経済管

理』 ����年第
	期｡

＊鐘宏武 ｢日本企業社会責任研究｣ 『中国工業経

済』, ����年第	期｡

＊周祖城・張�傑 ｢企業社会責任相対水平与消費

者購買意向関係的実証研究 『中国工業経済』,

����年第	期｡

２. 日本語文献 (あいうえお順)

＊伊吹英子 『���経営戦略』 東洋経済新報社,

����年｡

＊喬晋建 ｢チャイナ・プライスについて｣ 『海外

事情研究』 第��巻
号, ���	年｡

＊�����海外調査部 『欧州企業の中国戦略』,

���
年｡

＊谷本寛治 ｢企業の社会的責任 (���) の評価と

市場｣, 『会社と社会』 日本比較経営学会編, 文

理閣, ���
年｡

＊日本比較経営学会編 『会社と社会』, 文理閣,

���
年｡

＊日本比較経営学会編 『���の国際潮流』 文理閣,

���	年｡

＊馬成三 『中国進出企業の労働問題』 �����,

����年｡

＊平沢克彦 ｢���とソ－シャルディメンション｣,

『比較経営研究』 第��号 (����年)｡

＊藤井敏彦・海野みづえ編著 『グローバル ���

調達』 日科技連出版社, ���
年｡

＊丸山恵也 ｢現代社会における企業の社会的責任｣,

日本比較経営学会編 『会社と社会』 文理閣,

���
年｡

＊水尾順一・田中宏司編著 『���マネジメント』

生産性出版, ����年｡

＊山城章 ｢経営の社会的責任｣ 『経営評論』, 
	�	

年
�月号｡

３. 英語文献 (アルファベット順)
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田惇生訳 『新訳�現代の経営』 ダイヤモンド社,

*22�年)�

＊+��	������4#��5����� ���
�����$����

+���6
'�$���������������������4
���

��	'�$����������!��&�����(�.�
������

,��������(#!��(�7
�%�������&8�$�
������

())�*229�

＊+������� .�'	/��	�  ��������(�������

�����5 ���#����	�� 5�����(�
 (!�����

�����
 �� :�
���

 ��	 !�;��( !���(4)�

,�����(������
"��������$��*2<)�

＊+���	������� �����(���.�
���
�;����4�&

:�
���

8
��8�(���
�8�
!��&��

�0�/

1��#����
����=����>� >>����*�� *���

*29��

＊+���	������� "�������
� ��	+���	��
�

?��$��
��4�&"��(���!��

�*2<��

＊,����45��@��	��� ���"����!��(�
����

����������

�0�/1��#����<�

＊,����
��%���-.�'�+������� ���#����	��
�

��(��� .�
���
�;����4 ��	 !��&�����(�
�

5(�	��4�&����������%�������*222�

＊A��

�� - �(���������  ��� 8���(��&

'�$����������������������+���!��&���

���(�
������������(���(��)�(<)�*22��

＊���(�������� "��������8���
���
�;����4
�

1���?��$��
��4!��

����*�

＊!�������'�-��.�A������ �������4��	

��(���4
�,��$��	:�
���

.�$��/���(���

;�������

＊!�
��%�'����/���(��5������;���%��

 :�
���

��	��(���4
��(B��/�,�������9�

＊�(�/���=���#��-5�:�"������� "������

����(���.�
���
�;����4
�:�
���

'���(


C�������4����>(*>)�

＊����	������ ��������
���4�&�������

����
����8

�(!�������	���
��	��*2�)�

���活動の世界的な潮流�その理論と実践

―���―


